５．加算等の申出
本様式は、北本市が保有する当時の生活保護受給状況に係る、記録・データ等に基づき算定するため原則提出は不要ですが、任意でのご提出は妨げません。




当時の最低生活費の確認のため、申出者及び世帯員について、該当する加算等（裏面参照）を参考に記載してください。（該当がない場合は、提出不要です。）
※　加算等の該当がある場合は、併せて挙証資料を提出してください。
	加算事項

	加算の種類
	該当世帯員の氏名
	対象期間

	
	
	



	申出に係る加算等の種類
	挙証資料の例

	入院患者日用品費
（当時、１か月をこえる入院期間があった場合は、入院期間を記載してください。）
	―

	救護施設等基準生活費、介護施設入所者基本生活費等
（当時、救護施設、更生施設、介護保険施設、障害者支援施設、児童福祉施設等に入所していた期間を記載してください。）
	―

	障害者加算
（当時、障害者加算が算定されていた期間を記載してください。）
	身体障害者手帳、国民年金証書、特別児童扶養手当受給証明書、福祉手当認定通知書
※上記書類がない場合は、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳
　または障害者加算に関する保護決定通知書

	母子加算
（当時、ひとり親世帯の期間があり、母子加算が算定されていた期間を記載してください。）

	児童扶養手当の証書・通知書、または母子加算の決定に関する保護決定
通知書

	妊産婦加算
（当時、妊産婦の期間があり、妊産婦加算が算定されていた期間を記載してください。）

	母子健康手帳、または妊産婦加算の決定に関する保護決定通知書

	在宅患者加算
（当時、在宅患者加算が算定されていた期間を記載してください。）

	結核治療に係る書類、または在宅患者加算に関する保護決定通知書

	放射線障害者加算
（当時、放射線障害者加算が算定されていた期間を記載してください。）

	被爆者健康手帳、原爆症認定に係る書類、または保護決定通知書

	未成年者控除（20歳未満控除）
（当時、20歳未満で、就労収入があり、未成年者控除（20歳未満控除）がされていた期間を記載してください。）

	20歳未満の就労に係る給与明細、通帳履歴（就労収入の状況が分かるもの）、または20歳未満控除に関する保護決定通知書








